
1 本町の人口動向                          

（1）総人口 

○ 昭和45年から平成12年までの30年間は増加。

平成 12年度以降は減少。 

○ 近年は少子高齢化が一段と進行している。 

 

 

 

 

   

（2）結婚・出産 

○ 未婚化、晩婚化が急速に進行中。 

○ 平成 16年以降は「自然減」が続く。 

○ 出生数はやや右肩下がり。年間 110人台。 

○ 本町の合計特殊出生率（※）は低下傾向。平成 25

年は 0.80（表）で、県内 60番目の低さ。 

○ 出生率が 25～34歳で大きく低下している。 

※合計特殊出生率：一人の女性が生涯に産む平均子ども数 

の推計値 

 

（3）転入・転出 

○ 転入は、平成 19年度からは 500～600人台。 

○ 転出は、平成 19年度以降、年間 600～700人台。 

○ 平成 12 年度以降は転出超過（社会減）が続く。 

○ 特に平成 17年度以降は転出超過が大きい。年間

の社会減少（転出超過）は 150人前後。 

○ 首都圏中央連絡自動車道川島インターチェンジ

開通とその周辺の産業団地整備による企業立地

によって平成 20年頃は増加した。 

 

2 人口推計シミュレーション                     

○ 社人研、日本創成会議の推計とも中長期的に人

口減少が進む。 

○ 人口減少対策の成果次第で人口減少のスピー

ドをゆっくりさせることは可能。 

 

 

 

3 人口対策における川島町の視点（方向性）              

 本町の人口動向と町民アンケートの分析結果に基づき、3 つの課題が挙げられました。課題から導き出された人

口対策の視点（方向性）は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 人口の将来展望                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川島町人口ビジョン 骨子案（9月会議資料） 

昭和 45年：15,049人 

↓ 

平成 27年：21,167人 

将来人口に「出生」がよ

り大きく影響する 

20～30歳代の社会減（転出超過）をくい止める対策が当面の人口対策として重要 

課題① 

 

20～30歳代の転出超過が

大きい 

 

課題② 

 

出生率の低下 

 

 

課題③ 

 

若い世代の就労の場 

が少ない 

 

平成 72（2060）年 平成 27（2015）年 

4.444 月 1日現在 

44 

 

人口 21,167人 

 

目指す将来の姿 

人口 12,000人～13,000

人 

社人研準拠推計 

人口 10,507人 
対策を怠った場合 

まち・ひと・しごと創生の 

取組み効果 

 2045年出生率 2.07 まで上昇 

 社会減を抑制 

方向性① 

川越市や近隣自治体に転出す

る 20～30 歳代を本町に留めるた

め、「生活の場」として選ばれる

環境づくりをさらに進めていく

ことが必要。 

 

方向性② 

未婚化、晩婚化の流れをくい止

める取り組み。 

20～30 歳代が川越市や近隣自治体

に転出することをくい止めるた

め、保健・福祉・医療分野を横断

する子育て環境の充実、教育環境

を含め、切れ目のない継続的な子

育て支援がより重要。 

方向性③ 

20～30 歳代の社会動態で大き

な動機となるのが「しごと」。 

町内に魅力ある「しごと」を

増やすことによって転出抑制や

転入促進につながる。 

 

（各年 10月 1日、平成 27年は 4月 1日現在） 
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